
サイエンス
マップ2012

日本 英国 ドイツ

農業科学 13 5 5 7
生物学・生化学 17 4 12 10
化学 62 28 34 35
臨床医学 146 45 106 92
計算機科学 12 3 8 3
経済・経営学 11 0 5 7
工学 52 10 19 15
環境/生態学 11 0 8 6
地球科学 28 18 25 21
免疫学 4 1 2 1
材料科学 12 4 0 7
数学 29 5 10 9
微生物学 6 4 5 4
分子生物学・遺伝学 11 3 9 6
神経科学・行動学 22 6 15 12
薬学・毒性学 5 0 3 1
物理学 82 42 56 60
植物・動物学 31 18 22 21
精神医学/心理学 16 1 9 6
社会科学・一般 27 1 18 7
宇宙科学 8 4 7 7

218 72 126 118

823 274 504 455

分野
に軸足を

持つ
研究領域

の数

学際的・分野融合的領域の数

総計

○ サイエンスマップ2012の823研究領域において、英国やドイツはTop1％論文数1以上の研究領域

（参画領域）の割合が約6割であるのに対し、日本は274領域（33％）に留まる。

○ 時系列で確認すると、日本の参画率は低下傾向にある。

○ 英国やドイツと、日本の参画領域数の差が大きいのは、学際的・分野融合的領域や臨床医学の

研究領域である。

サイエンスマップ2012における日英独の参加領域数の比較（コアペーパで判断）

データ：科学技術・学術政策研究所がトムソン・ロイター社 ESI・リサーチフロントデータ(NISTEP ver.)を基に、集計、分析を実施。

＜日本の参画率＞

サイエンスマップ2008 
263/647(41%)

サイエンスマップ2010 
278/765(36%)

サイエンスマップ2012 
274/823(33%)

出典：「サイエンスマップ2010＆2012」（平成26年
7月、科学技術・学術政策研究所）

４－１７：我が国の研究の多様性 ～サイエンスマップ2012における日英独の参加領域数の比較（コアペーパーで判断）～

４－１８：社会が抱える課題解決のための取組等に関するアンケート
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４－１９：社会が抱える課題解決のための取組等に関するアンケート

出典：「東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り方について（建議）」（平成25年1月、科学技術・学術審議会）

科学者の話は信頼できると思うか

※ 調査では「あなたは、科学者の話は信頼できると思いますか」又は「あなたは、技術者の話は信頼できると思いますか」と聞いた上で、「信頼でき
る」、「どちらかというと信頼できる」、「どちらかというと信頼できない」、「信頼できない」、「わからない」の５つを提示し、その中から１つ
だけ選べるようにしている。

※ インターネット調査は、各２か月分の集計の結果である。

○科学者や技術者の話は信頼できるかと思うかについて聞いたところ、「信頼できる」または「どちらかというと信頼でき
る」と答えた者が震災後は１割程度低下。

技術者の話は信頼できると思うか

４－２０：科学者や技術者に対する信頼度
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出典：「第６回政策研究レビューセミナー資料」（平成25年12月12日、科学技術・学術政策研究所）

４－２１：科学者や技術者に対する信頼度

１．社会要請の十分な認識の必要性

【研究者等の「社会リテラシー」の向上】

○ 東日本大震災により低下した研究者や技術者への国民の信頼を回復するとともに、
科学技術に対する国民の期待に応えていくため、国民との相互理解を基に政策を形成
していくことが必要である。しかし、現状では、国民や社会と、研究者、技術者、政策立
案担当者など科学技術・学術に従事する者（以下「研究者等」という）との対話が不足し
ているため、研究者等が、社会の要請を十分に認識しているとは言い難い。

【公的資金を得て研究を行う意義】

○ 国民の負託を受け公的資金を得て研究を行う政府、研究機関、研究者は、その意味
を十分に認識するとともに、国民や社会に対し、自らの政策や研究の意義、成果を説明
する責任を負う。

○ 研究者等は、多様な社会的活動に参画するとともに、社会に研究への参加を求めるこ
とで、社会の要請を認識するとともに、社会に対して積極的な応答を試みる必要があ
る。また、国は、公的資金を投入して行う研究事業について、国民への説明責任を一層
果たすための方策を検討すべきである。

東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り方について（建議）
（平成25年1月17日 科学技術・学術審議会）

４－２２：社会要請の十分な認識の必要性に関する指摘
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出典：「学術研究助成の在り方について（研究費部会「審議のまとめ（その１）」）」
（平成25年8月29日、科学技術・学術審議会 学術分科会研究費部会）

※WoS論文：Web of Scienceデータベースに収録されている論文
※W-K論文：WoS論文のうち、科学研究費助成事業データベースに収録されている、科研費による論文
※W-非K論文：WoS論文のうち、科研費による論文以外の論文

○ 科研費の予算とw-k論文数は増加傾向。制度全体としての成果創出は、着実に増加。w-非k論文
数は、競争的資金予算の増加にもかかわらず減少傾向。

４－２３：研究資金と論文生産性の関係

４－２４：我が国の論文産出活動における科研費関与論文割合の推移

○ 科研費が関与した論文数及び被引用度トップ１０％論文数は１９９０年代後半から２０００年代後半
にかけて増加傾向。日本の論文産出活動の量及び質の面において、科研費の役割が大きくなって
いる。

出典：「学術研究助成の在り方について（研究費部会「審議のまとめ（その１）」）」
（平成25年8月29日、科学技術・学術審議会 学術分科会研究費部会）
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４－２５：科研費関与論文に占めるTOP10%論文の割合の推移

WoS論文：Web of Scienceデータベースに収録されている論文
W-K論文：WoS論文のうち、科学研究費助成事業データベースに収録されている、科研費による論文
W-非K論文：WoS論文のうち、科研費による論文以外の論文

○ 科研費関与論文に含まれるトップ10％論文の割合は１０％を超えている一方、科研費が関与して
いない論文におけるトップ10％論文の割合は５％台。

出典：「学術研究助成の在り方について（研究費部会「審議のまとめ（その１）」）」
（平成25年8月29日、科学技術・学術審議会 学術分科会研究費部会）

出典：平成25年度科学技術白書（文部科学省）

2000-2009年の主要国の大学部門（自然科学及び人文・社会科学）研究開発費の増加率と主要国の全部門（自然科学）論文の増加率

４－２６：大学部門における研究開発費増加率と論文増加率
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○『日本再興戦略』改訂２０１４－未来への挑戦－（平成26年6月24日閣議決定）
「イノベーション創出のためには、研究者の独創的で多様な研究やコア技術の研究開発を推進し、技術シーズ創出力を強化

する必要がある。」

○〔経済産業省〕「研究開発・評価小委員会中間とりまとめ」（平成26年6月産業構造審議会 産業技術環境分科会）
大学等における多様で独創的な基礎研究の縮小懸念
国立大学法人改革以降、運営費交付金が減額され競争的資金が増額されてきたが、近時、大学等において、競争的資金の申

請等に係る手間の増大や、選択と集中を進めてきたため特定領域に研究資金が集中し、ともすると目先の研究資金が獲得しや
すい研究を志向する等、研究活動が制約されているとの見方がある。 加えて、基礎研究分野における研究内容の多様性や独創
性は、革新的技術シーズの萌芽を生み出す土壌として非常に重要である。また、優れた技術シーズになるかどうかは研究段階
ではわかりにくい場合もあることから、独自性のある研究を継続して行うことも重要である。にもかかわらず、研究資金が多
い分野に研究者が集まり、短期的な成果が出る研究のみに携わる流れが生じ、基礎研究の多様性が失われているとの指摘があ
る。

取り組むべき施策の方向性
多数の研究者、特に若手の人材が、多岐にわたる分野において独創性を活かしてシーズを生み出す機会を得られるよう、総

合科学技術・イノベーション会議が中心となって関係府省とも連携し、資金配分の仕組みを見直すことが有効と考えられる。

○科学技術イノベーション総合戦略2014（平成26年6月24日閣議決定）
「これまで政府は、科学技術基本計画において、競争的な研究開発環境を整備することを目指して、競争的資金を拡充する

ことや間接経費を確保すること、基盤的資金と競争的資金の有効な組合せについて検討すること、教育研究を支える基盤的資金
を確実に措置することなどの方針を示し、この方針の下、関係府省が所要の施策を推進してきた。しかしながら、近年、論文数
や優れた論文に占める我が国の国際的なシェアの低下などの傾向が確認されており、こうした施策が我が国の研究力強化に必ず
しもつながっていないのではないかとの指摘がある。
こうした状況を踏まえ、研究資金の配分の面から、我が国のイノベーションシステムが効果的に機能するよう、研究資金制度
の改革に着手する。総合科学技術・イノベーション会議は、国立大学改革や研究開発法人改革の動向も踏まえつつ、関係府省の
協力を得て、研究資金の配分のあり方について検討し、次期科学技術基本計画において取り組むべき施策の基本方針を示す」

４－２７：最近の政府の提言等

○ 大学全体で約26％が任期付雇用。若手（35歳以下）は、半数以上が任期付。
○ 国立大学における任期適用率は2001年から2006年にかけて2.7％から14.8％に増加。任期付雇用者数は
約5.3倍に増加。

出典：「科学技術人材に関
する調査～研究者の流動
性と研究組織における人
材多様性に関する調査分
析～」（平成21年3月、科
学技術政策研究所）

○ 才能ある学生が博士課程に進まない傾向が強まり、研
究活力がさらに弱体化する悪循環。
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H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

修士修了者数

博士入学者数

入学者割合

（修士修了者と博士入学生との関係）

（出典：学校基本調査）

○ 基盤的経費は専任教員人件費に充当、競争的資金によ
り若手研究者は任期付ポストに就く傾向

○ 優秀な若手研究者の常勤ポスト待ち長期化が顕著

（教員在籍状況）

（出典：東京大学五神教授作成資料）

出典：平成25年4月23日
産業競争力会議 下村
文部科学大臣説明資料

４－２８：我が国の若手研究者の状況
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出典：「日本の大学における研究力の現状と課題」（平成25年4月、科学技術政策研究所）

分野によって研究時間の割合は多様

４－２９：大学研究者の研究時間の減少

出典：「科学技術・学術審議会人材委員会（第63回） 東京大学松本理事 提出資料」（平成25年10月30日）

○ 全職位において研究活動に充てるための時間が減少している。

４－３０：大学研究者の研究時間の減少
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５．学術研究が社会における役割を十分に発揮するための改革方策

事業支援機関における自然科学系新規採用教員の雇用形態状況（経年変化）

出典：文部科学省作成

○新規採用教員数（自然科学系）に占めるテニュアトラック教員数の割合は、新規採用の約６％（任期無し若手教員の
新規採用に占める割合は20%）にとどまる。

○中規模大学では、テニュアトラック制度の定着は比較的進んでいるが、大規模大学での定着は進んでいない。

※ 実施機関57機関を対象とし、
当該年度に新規採用された
自然科学系の若手教員（39
歳以下）数を調査し、任期の
定め無しで採用された者とテ
ニュアトラック教員として採用
された者の割合を算出

【全機関】

【RU１１以外】

【ＲＵ１１】

５－１：テニュアトラック制度の普及状況

78



【ポストドクター等】
博士の学位を取得後、任期付で任用される者※であり、①大学等の研究機関で

研究業務に従事している者であって、教授・准教授・助教・助手等の職にない者、
②独立行政法人等の研究機関において研究業務に従事している者のうち、所属
する研究グループのリーダー・主任研究員等でない者を指す。（博士課程に標準
修業年限以上在学し、所定の単位を修得の上退学した者（いわゆる「満期退学
者」）を含む。）

※研究機関の規定等に基づいて受け入れられ研究活動に従事している者であれば、研究
機関との雇用関係がなく給与等の支払いがない場合であっても、本調査の対象となる。

出典：「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査－大学・公的研究機関への全数調査（平成21年度実績）－」（平成23年12月、科学技術政策研究所）

５－２：ポストドクター等の雇用財源

出典：「高度科学技術人材育成強化策検討のための基礎的調査」（平成22年3月、内閣府）

○博士課程へ進学しなかった理由について、「将来への不安」を挙げる者が多い。

※ 修士課程修了者全体の数値にライフ系は含めていない。

５－３：博士課程に進学しなかった理由
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○博士進学を検討する際、進学を考えるための重要な条件として、経済的支援の拡充と民間企業による博士課程修
了者の雇用増加が多く選択されている。

出典：「日本の理工系修士学生の進路決定に関する意識調査 調査資料-165」（平成21年、科学技術政策研究所）

５－４：博士課程進学の検討に重要な項目

出典：「平成25年版 男女共同参画白書」（内閣府）

５－５：研究分野における男女共同参画
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出典：総務省「科学技術研究調査報告」、OECD“Main 
Science and Technology Indicators”、NSF
“ Science and Engineering Indicators 
2014 ”を基に文部科学省作成

出典：「科学技術研究調査」（総務省統計局）を基に文部科学
省作成

○女性研究者数は、年々増加傾向にあり、平成26年時点で研究者全体に占める割合が14.6％となっている。しかし
ながら、諸外国と比較すると割合は低い。

女性研究者の推移と
研究者総数に占める女性の割合 女性研究者割合の各国比較

５－６：女性研究者の動向（推移と国際比較）

○女性研究者が少ない理由として、「家庭との両立が困難」「育児期間後の復帰が困難」「職場環境」「業績評価に
おける育児・介護に対する配慮不足」などが挙げられている。

出典：「第三回科学技術系専門職の男女共同参画実態調査」（平成25年8月、男女共同参画学協会連絡会）

５－７：女性研究者が少ない理由について
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○我が国の大学や独立行政法人等において、リサーチ・アドミニストレーターの配置や養成・確保の取組が浸透していない。

出典：「『平成25年度大学等における産学連携等実施状況に
ついて』の関連調査」（平成26年度、文部科学省）

※ 内閣府が、研究開発マネジメント・支援に関わる人材の
養成・確保に向けた取組状況について、研究活動を実施
している法人（34の独立行政法人）を対象に行ったアン
ケート調査結果

※ 本調査のうち、研究開発活動全体のマネジメントを担う
研究管理専門職をリサーチ・アドミニストレーターとしてい
る。
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独立行政法人に対する、リサ－チ・ア
ドミニストレーターの養成・確保の取

組
実施状況に関するアンケート結果

出典：内閣府調査を基に文部科学省作成（平成26年1月）
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５－８：リサーチ・アドミニストレーターの取組状況
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